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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　全体を１００質量％（以下単に「％」という）としたときに、鉄（Ｆｅ）：２～７％、
　ジルコニウム（Ｚｒ）：０．６～１．５％、チタン（Ｔｉ）：０．５～１％、マグネシ
ウム（Ｍｇ）：０．５～２．２％、残部：アルミニウム（Ａｌ）と不可避不純物であるア
ルミニウム合金の微粒子からなるアルミニウム合金粉末に第一圧力（Ｐ１）を印加して、
該微粒子同士が塑性変形により絡み合い空隙を残しつつ接している疎形材を得る疎形工程
と、
　該微粒子の表面に液相を生じさせない成形温度の該疎形材に、該第一圧力（Ｐ１）に対
する圧力比（Ｐ２／Ｐ１）が１．２以上となる第二圧力（Ｐ２）を印加して、該微粒子同
士が金属結合した緻密な成形体を得る成形工程と、
　を備えることを特徴とするアルミニウム合金粉末成形方法。
【請求項２】
　前記疎形工程は、前記アルミニウム合金の真密度に対する前記疎形材の嵩密度の比であ
る疎形材密度比を０．７～０．９５とする工程であり、
　前記成形工程は、該アルミニウム合金の真密度に対する前記成形体の嵩密度の比である
成形体密度比を０．９７～１とする工程である請求項１に記載のアルミニウム合金粉末成
形方法。
【請求項３】
　前記第一圧力は、１００～６５０ＭＰａであり、
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　前記第二圧力は、５００～１０００ＭＰａである請求項１または２に記載のアルミニウ
ム合金粉末成形方法
【請求項４】
　前記成形温度は、前記アルミニウム合金の固相線温度未満である請求項１～３のいずれ
かに記載のアルミニウム合金粉末成形方法。
【請求項５】
　前記成形温度は、前記微粒子中に化合物相が析出する析出温度以上である請求項１～４
のいずれかに記載のアルミニウム合金粉末成形方法。
【請求項６】
　前記成形工程は、前記成形温度の疎形材へ前記第二圧力を印加する加圧時間を５～３０
秒とする工程である請求項１～５のいずれかに記載のアルミニウム合金粉末成形方法。
【請求項７】
　さらに、前記疎形工程後で前記成形工程前に、前記疎形材に内包されるガスを除去する
脱ガス工程を備える請求項１～６のいずれかに記載のアルミニウム合金粉末成形方法。
【請求項８】
　前記成形温度は、３５０～４８０℃である請求項１～７のいずれかに記載のアルミニウ
ム合金粉末成形方法。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載のアルミニウム合金粉末成形方法により得られた成形体
からなることを特徴とするアルミニウム合金部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アルミニウム合金粉末を加圧成形した成形体からなるアルミニウム合金部材
と、その製造に適したアルミニウム合金粉末成形方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種部材の軽量化や高機能化を図るため、従来の鉄鋼材や鋳鉄材に替わって、軽量で実
用強度に優れるアルミニウム合金材が多用されるようになってきた。このようなアルミニ
ウム合金からなる部材の製造方法には種々あるが、複雑形状を有する部材を比較的低コス
トで製造できる方法として、アルミニウム合金粉末を用いた粉末冶金法がある。この粉末
冶金法によれば、最終形状近い素材を直接的に得ることができるため、材料歩留りを非常
に高めることができ、さらに形状創成に要するプロセスコスト（創成コストという。）も
大幅に抑制できる。
【０００３】
　そこで、アルミニウム合金粉末を用いた粉末冶金法に関する提案が種々なされており、
例えば、下記のような特許文献に関連する記載がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭６３－１９０１０２号公報
【特許文献２】特開平３－１２０３０１号公報
【特許文献３】特開平４－３６５８３２号公報
【特許文献４】特開平７－１９７１６７号公報
【特許文献５】特開平７－２２４３４１号公報
【特許文献６】特開２００６－３１６３１２号公報
【特許文献７】特許第３８４５０３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　もっとも、上記の特許文献に記載されている粉末冶金法では、いずれも、アルミニウム
合金粉末を加圧成形し、得られた圧粉体（またはプリフォーム）を少なくとも合金組成で
決定される固相線温度以上の高温に加熱している。つまり、従来の粉末冶金法は、いずれ
も、粉末粒子の表面（または界面）に液相を生じさせて、粉末粒子同士を結合させる液相
焼結法である。
【０００６】
　このような液相焼結法では、圧粉体を高温環境下に長時間保持するため、その圧粉体を
構成する粉末粒子が元々有していた微細な急冷凝固組織が維持されず、粉末粒子が本来有
する高特性が有効に活用され得ない。しかも液相焼結法の場合、粉末粒子間（粒子界面）
に、焼結時に生じた熔解した部分が再凝固してできた異常な組織が局所的に現れる。この
ため、液相焼結体は、不均質な組織となり易く、特性にばらつきを生じ易い。
【０００７】
　このように従来の液相焼結法では、用いるアルミニウム合金粉末の組成が限定的で、得
られる焼結体の組織も不均質となり易く、さらに長時間の高温加熱を要し、高特性なアル
ミニウム合金部材を低コストで製造することは困難であった。
【０００８】
　なお、焼結法自体には、一般的に液相焼結法の他にも、接触する粉末粒子間で固相拡散
を生じさせて粉末粒子同士を結合する固相焼結法もある。しかし、アルミニウム合金の粉
末粒子は、高温まで非常に安定で強固な酸化膜で表面が覆われている。このため、アルミ
ニウム合金粉末を用いる場合、粉末粒子の表面に液相を生じさせることなく（つまり、固
相線温度よりも低温で）、粉末粒子同士を固相焼結させることは現実には不可能であった
。この点を考慮して、本明細書では、特に断らない限り適宜、液相焼結を単に「焼結」と
いう。
【０００９】
　ちなみに、上記の特許文献２中にある特許請求の範囲欄には、予備成形体を「焼結が開
始しない温度以下の温度」で加圧成形して成形体が得られる旨の記載がある。そして、特
許文献２中の実施例欄を観ると明らかなように、例えば、合金組成がＡｌ－１９．５％Ｓ
ｉ－５．３％Ｆｅ－４．９％Ｃｕ－１．２％Ｍｇ－０．３％Ｍｎ（重量％）のアルミニウ
ム合金粉末（第１実施例）からなる予備成形体を５００℃に加熱している。
【００１０】
　ところが、その合金組成のアルミニウム合金は、平衡状態において固相線温度が約４９
０℃である。とすると、特許文献２の特許請求の範囲の記載と実施例の記載は矛盾してお
り、現実的には予備成形体または成形体が液相を生じる温度で加熱されている。このこと
は、特許文献２の実施例欄に記載された５００℃の予備成形体に寸法変化が生じているこ
とからもわかる（第２表）。従って、特許文献２でいう「成形体」は、実は、粉末粒子間
に生じた液相が再凝固して粉末粒子同士が結合した液相焼結体であることが明らかである
。特許文献２は、そもそも、液相焼結の発生を回避したものではなく、アルミニウム合金
粉末粒子に含まれる初晶Ｓｉの粗大化を抑制しようとしたものである。
【００１１】
　本発明は、このような事情に鑑みて為されたものであり、従来の液相焼結法等とは異な
り、粉末粒子同士を固相状態で結合（固着）できるアルミニウム合金粉末成形方法と、そ
れにより得られるアルミニウム合金部材を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者は、上記の課題を解決すべく鋭意研究した結果、アルミニウム合金粉末を異な
る二段階の圧力（または密度比）で成形することにより、粉末粒子間に液相を生じさせる
ことなく、粉末粒子同士が金属結合（固相接合）した成形体を得ることに成功した。この
成果を発展させることにより、以降に述べる本発明を完成するに至った。
【００１３】
《アルミニウム合金粉末成形方法》
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（１）本発明のアルミニウム合金粉末成形方法は、全体を１００質量％（以下単に「％」
という）としたときに、鉄（Ｆｅ）：２～７％、ジルコニウム（Ｚｒ）：０．６～１．５
％、チタン（Ｔｉ）：０．５～１％、マグネシウム（Ｍｇ）：０．５～２．２％、残部：
アルミニウム（Ａｌ）と不可避不純物であるアルミニウム合金の微粒子からなるアルミニ
ウム合金粉末に第一圧力（Ｐ１）を印加して、該微粒子同士が塑性変形により絡み合い空
隙を残しつつ接している疎形材を得る疎形工程と、該微粒子の表面に液相を生じさせない
成形温度の該疎形材に、該第一圧力（Ｐ１）に対する圧力比（Ｐ２／Ｐ１）が１．２以上
となる第二圧力（Ｐ２）を印加して、該微粒子同士が金属結合した緻密な成形体を得る成
形工程と、を備えることを特徴とする。
【００１４】
（２）本発明のアルミニウム合金粉末成形方法（適宜、単に「成形方法」という。）によ
れば、アルミニウム合金粉末を構成する粉末粒子（微粒子）同士が、粒子界面に液相を生
じることなく、金属結合（固相接合）した緻密な成形体が得られる。このため、従来の液
相焼結体のように、粒子界面に生じた液相が再凝固してできた組織等が形成されることも
なく、全体的に均質で高特性（強度、延性等）な成形体（アルミニウム合金部材）が安定
的に得られる。
【００１５】
　また、粉末粒子間に液相を生じさせる必要もないことから、アルミニウム合金粉末は低
融点元素（Ｓｉ等）を含む必要もなく、固相線温度以上の高温で長時間加熱する必要もな
い。このため本発明の成形方法によれば、要求特性に応じてアルミニウム合金粉末の合金
組成を自由に選択でき、粉末粒子が本来有する微細急冷組織を有効に活用できる。勿論、
複雑な形状でも、ニアネット形状の成形体を得ることができ、切削等の加工を抑制して創
成コストの大幅な低減を図れることは言うまでもない。こうして本発明の成形方法によれ
ば、形状が複雑で高特性が要求されるアルミニウム合金部材でも、低コストで効率的に製
造し得る。
【００１６】
（３）ところで本発明の成形方法により、これまで実現されてこなかったアルミニウム合
金の粉末粒子同士を金属結合（固相接合）させた成形体が得られるようになったメカニズ
ムは、必ずしも定かではないが次のように考えられる。
【００１７】
　先ず、本発明の疎形工程で得られる疎形材は、アルミニウム合金粉末が相対的に低い第
一圧力（Ｐ１）で加圧されて成形されたものである。この疎形材は、アルミニウム合金の
粉末粒子（微粒子）が塑性変形により絡み合って一定の形状を保持しているものの、微粒
子同士は表面酸化膜を介して隣接・係合しているに過ぎず、微粒子間には多くの空隙（間
隙）も存在する。このような微粒子には、外力の印加によって相対移動や塑性変形を生じ
る余地が十分に残されている。
【００１８】
　次に、このような状態の微粒子からなる疎形材を固相線温度以下または３００～４８０
℃に加熱し、かつ、本発明の成形工程で上記の第一圧力よりも高い第二圧力（Ｐ２）を加
えると、疎形材を構成する微粒子は、さらに変形して塑性流動する。この際、接触してい
る微粒子の表面間（界面）で相対移動が生じて、微粒子の表面にあった薄い酸化膜は、物
理的（または機械的）な外力により破壊される。そして、隣接していた微粒子同士は、酸
化膜が破壊されて露出したアルミニウム合金の新生面同士で接触することになる。アルミ
ニウム合金の新生面は非常に活性であるため、接触している新生面同士は即座に金属結合
を生じ、隣接していた微粒子同士も、その金属結合を介して強固に接合される。このよう
な微粒子間の接合が三次元的に生じて、界面に再凝固相等のない均質的で緻密な成形体が
得られるようになったと考えられる。
【００１９】
　しかも、上述したような現象は、微粒子の合金組成によらず、固相線温度を超える高温
加熱等も必要ないことから、種々のアルミニウム合金粉末に対して利用可能であり、アル
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ミニウム合金粉末が元々有する急冷凝固組織も有効に活用できる。また、押出加工等のよ
うに非常に大きな変形を付与する必要もなく、微粒子の表面酸化膜を破壊する程度の第二
圧力を疎形材へ付与すれば足る。こうして本発明の成形方法によれば、高特性で複雑な形
状の成形体（アルミニウム合金部材）でも、低コストで効率的な生産が可能になり得る。
【００２０】
《アルミニウム合金部材》
　本発明は上述した成形方法としてのみならず、アルミニウム合金部材としても把握でき
る。つまり本発明は、上述したアルミニウム合金粉末成形方法により得られた成形体から
なることを特徴とするアルミニウム合金部材としても把握できる。
【００２１】
《その他》
（１）本発明の形方法は、各工程が連続的になされても、断続的（バッチ処理的）になさ
れてもよい。
【００２２】
（２）本発明に係る「微粒子」は、具体的な粒径や形状等を問わないが、例えば、篩い分
けによる分級で３００μｍ以下さらには１５０μｍ以下であると好ましい。また微粒子の
大部分が、５μｍ以上さらには１０μｍ以上であると好ましい。
【００２３】
　本発明に係る成形体やアルミニウム合金部材は、最終製品またはそれに近い形状（ニア
ネット形状）を有すると好ましいが、最終製品に至る中間製品さらにはその素材であって
もよく、具体的な形状や加工の程度等は問わない。
【００２４】
　本発明では、上述した成形方法により得られる成形体やアルミニウム合金部材の特性を
問わない。もっとも、それらは緻密で構成粒子が金属結合した均質的な組織からなるため
、強度、延性等の優れた機械的特性を発揮する。さらに、その構成粒子が化合物相により
析出強化されたものであると、室温特性のみならず、高温特性（耐熱性）にも優れたもの
とできる。
【００２５】
（３）本明細書でいう「成形体」は、上述したように、構成粒子（微粒子）同士が、それ
ら界面で液相を生じることなく、表面酸化膜が破壊されて露出した新生面間で固着（金属
結合）した状態にある。この点で本発明に係る成形体は、液相を介して構成粒子同士が結
合している従来の液相焼結体とは異なる。
【００２６】
（４）特に断らない限り本明細書でいう「ｘ～ｙ」は、下限値ｘおよび上限値ｙを含む。
本明細書に記載した種々の数値または数値範囲に含まれる任意の数値を、新たな下限値ま
たは上限値として「ａ～ｂ」のような範囲を新設し得る。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】疎形工程の第一圧力と疎形材密度比の関係を示すグラフである。
【図２】成形工程の加圧時間と成形体密度比の関係を示すグラフである。
【図３Ａ】成形体の破断面を示すＳＥＭ写真である。
【図３Ｂ】その破断面の一部を拡大したＳＥＭ写真である。
【図４Ａ】疎形材（プリフォーム）の一例を示す外観写真である。
【図４Ｂ】そのプリフォームからなる成形体の一例を示す外観写真である。
【図４Ｃ】その成形体の断面をカラーチェックした様子を示す写真である。
【図５】実施例で用いたアルミニウム合金粉末の粒度分布の一例を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　発明の実施形態を挙げて本発明をより詳しく説明する。本明細書で説明する内容は、ア
ルミニウム合金粉末成形方法のみならず、それにより得られるアルミニウム合金部材にも
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適用され得る。製造方法に関する構成は、プロダクトバイプロセスクレームとして理解す
れば物に関する構成ともなる。本明細書中から任意に選択した一つ以上の構成要素を、上
述した本発明の構成要素として付加し得る。なお、いずれの実施形態が最良であるか否か
は対象、要求性能等によって異なる。
【００２９】
《疎形工程》
　疎形工程は、アルミニウム合金粉末に第一圧力（Ｐ１）を印加して、空隙を残存させた
疎形材（プリフォーム）を得る工程である。
【００３０】
（１）疎形工程を行う第一圧力（Ｐ１）は、特に限定はされないが、この第一圧力を調整
することにより疎形材中の空隙残存量または疎形材密度比を制御できる。
【００３１】
　第一圧力が過小では、粉末粒子間に残存する空隙量が過多（疎形材密度比が過小）とな
り、疎形材に内包される酸素量が増加する。このため、成形工程時に露出した粉末粒子の
新生面が金属結合する前に酸化され、微粒子間の金属結合が阻害されるおそれがある。ま
た、第一圧力が過小では、粉末粒子間の機械的な結合力が弱くなるため、疎形材の角部な
どが欠損し易くなり、その取扱性（ハンドリング性）が低下し得る。
【００３２】
　逆に、第一圧力が過大では、粉末粒子間に残存する空隙量が過少（疎形材密度比が過大
）となる。その結果、成形工程時に構成粒子同士の相対移動量が過小となったり、空隙が
閉塞細孔となって内包された酸素等が外部へ抜け難くなったりして、やはり新生面による
金属結合が阻害され得る。ちなみに、本発明者の研究によると、第一圧力が過大になると
（疎形材密度比が過大になると）、成形体の外周部に割れが生じ易くなることがわかって
いる。
【００３３】
　そこで第一圧力は、１００～６５０ＭＰａ、１４０～６００ＭＰａさらには１８０～４
００ＭＰａであると好ましい。またアルミニウム合金の真密度に対する疎形材の嵩密度の
比である疎形材密度比は、０．７～０．９５さらには０．７４～０．９であると好ましい
。
【００３４】
（２）疎形工程を行う温度（第一温度／Ｔ１）は問わず、疎形工程は室温域で行っても温
間域でも行ってもよい。もっとも、疎形用金型を２００℃以下さらには１５０℃以下とし
、アルミニウム合金粉末を温間成形すると、所望の密度比を有する均一的な疎形材を得易
い。なお、疎形工程に用いる離型剤の特性に依るが、アルミニウム合金粉末を過熱すると
、アルミニウム合金粉末と疎形金型のキャビティ面の間に凝着等が生じ易くなり、抜出力
の増加、金型寿命の低下等を招き、好ましくない。
【００３５】
《成形工程》
　成形工程は、疎形材に第二圧力（Ｐ２）を印加して、疎形材を構成する微粒子同士を金
属結合させた成形体を得る工程である。
【００３６】
（１）成形工程を行う第二圧力は、第一圧力に対する圧力比（Ｐ２／Ｐ１）が１．２以上
、１．４以上さらには１．８以上となる圧力であると好ましい。この圧力比が過小では、
疎形材の構成粒子間の相対移動（塑性流動）が過少となり、新生面の露出による金属結合
が促進されない。圧力比の上限値は高くてもよいが、生産効率や成形金型の寿命等を考慮
すると、圧力比は６以下さらには５以下であると好ましい。
【００３７】
　第二圧力の具体的な数値は問わないが、５００～１０００ＭＰａさらには５５０～８０
０ＭＰａであると好ましい。そして成形体は、アルミニウム合金の真密度に対するその嵩
密度の比である成形体密度比が０．９７以上、０．９８以上さらには０．９９以上となり
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、真密度（成形体密度比が１）に近いほど好ましい。
【００３８】
（２）成形工程は、疎形材を構成する微粒子の表面に液相を生じない成形温度で行う。こ
の成形温度は、アルミニウム合金の固相線温度未満とする。この範囲内で疎形材を加熱し
た成形工程（熱間成形工程）を行うことにより、疎形材を構成する粉末粒子も軟化され、
表面酸化膜が破壊されて新生面が露出し易くなると共に新生面同士の金属結合も促進され
る。また、第二圧力が比較的低くても、本発明に係る緻密な成形体を得ることが可能とな
る。さらに、微粒子中に化合物相（強化相）が固溶する溶体化処理温度以上あるいは析出
する析出温度以上で成形工程を行うと、成形工程で熱処理を兼ねることが可能となる。
【００３９】
　具体的な成形温度はアルミニウム合金粉末の合金組成により異なるが、例えば、後述す
る合金組成を有するアルミニウム合金粉末（固相線温度：６００～６５０℃）を用いる場
合、成形温度は３５０～４８０℃さらには３８０～４６５℃であると好ましい。成形温度
が過小では、析出強化が不十分となったり、成形効率が低下して好ましくない。成形温度
が過大では、成形体の金属組織（析出相や結晶粒）の粗大化や凝着等による成形金型の寿
命低下を招くため好ましくない。なお、本発明に係る成形温度は金型の温度である。疎形
材温度は、その成形温度と同程度（成形温度に対して－１００℃～０℃）とすると好まし
い。
【００４０】
（３）加圧時間
　所望の成形温度にした疎形材へ第二圧力を印加する時間（加圧時間）は、３～３０秒さ
らには５～２０秒であると好ましい。加圧時間が過小では、疎形材の構成粒子の塑性流動
が不十分で、金属結合の促進や成形体の緻密化を図れない。逆に、加圧時間が過大では、
成形体の高温状態が長時間続くことになり、析出相等を粗大化させ得る。
【００４１】
《脱ガス工程》
（１）疎形工程後で成形工程前に、適宜、脱ガス工程を疎形材へ施すことにより、疎形材
に内包されていた酸素や水分等のガスを除去し得る。これにより成形工程で、粉末粒子間
の金属結合が促進され、高特性な成形体ひいてはアルミニウム合金部材が安定的に得られ
るようになる。
【００４２】
（２）脱ガス工程は、例えば、疎形材を真空雰囲気中や不活性ガス（Ｎ２、Ａｒ等）雰囲
気中におくことにより行える。疎形材からの脱ガスを促進するために、疎形材や処理雰囲
気を加熱するとよい。その加熱温度は、アルミニウム合金の固相線温度未満であり、さら
には合金組成に応じて定まるアルミニウム合金の溶体化処理温度あるいは時効温度とする
と好ましい。例えば、後述する合金組成の場合、加熱温度は３５０～４８０℃とし、加熱
時間は０．５～２時間とするとよい。
【００４３】
《アルミニウム合金粉末》
　本発明の成形方法に係るアルミニウム合金粉末は、その合金組成を問わない。もっとも
、アルミニウム合金粉末が、次のような合金組成からなると、強度や延性のみならず耐熱
性にも優れた成形体やアルミニウム合金部材が、熱処理をするまでもなく得られて好まし
い。
【００４４】
　すなわち、本発明に係るアルミニウム合金は、全体を１００質量％（以下単に「％」と
いう）としたときに、鉄（Ｆｅ）：２～７％、ジルコニウム（Ｚｒ）：０．６～１．５％
、チタン（Ｔｉ）：０．５～１％、残部：アルミニウム（Ａｌ）と不可避不純物および／
または改質元素となる合金組成を有すると好ましい。さらに、そのアルミニウム合金は、
マグネシウム（Ｍｇ）：０．５～２．２％を含むとより好ましい。
【００４５】
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（１）Ｆｅ
　Ｆｅは、アルミニウム合金の強度や硬さなどを高める元素である。アルミニウム合金全
体を１００質量％としたときに（以下、この記載を省略する。）、Ｆｅは２～７％、２．
５～６．５さらには３～６％であると好ましい。Ｆｅが過少では十分な強度や硬さが得ら
れず、Ｆｅが過多では延性が低下し、また高強度過ぎて成形性や加工性などが困難となる
。
【００４６】
（２）ＺｒおよびＴｉ
　ＺｒおよびＴｉは、Ａｌと協調して、アルミニウム合金の耐熱性を高める第二化合物相
を形成する。Ｚｒは０．６～１．５％、０．７～１．３％さらには０．８～１．２％であ
ると好ましい。またＴｉは０．５～１％さらには０．７～０．９％であると好ましい。こ
の際、両者の質量比（Ｚｒ／Ｔｉ）が１．１～１．５さらには１．１５～１．４であると
、高温域まで安定な第二化合物相が形成されてより好ましい。
【００４７】
　ＺｒまたはＴｉが過少であると、その効果がない。ＺｒまたはＴｉが過多であると、溶
解温度が極めて高くなりアルミニウム合金粉末の製造コストが増加すると共にＡｌとの間
で粗大な晶出物または析出物が形成されるようになり好ましくない。Ｚｒ／Ｔｉは過小で
も過大でも、所望の第二化合物相の形成が困難となり、十分な強度特性が得られない。
【００４８】
（３）Ｍｇ
　Ｍｇは、アルミニウム合金の強度（特に室温強度）の向上に有効な元素である。Ｍｇは
０．５～２．２％、１～２％さらには１．２～１．８％であると好ましい。Ｍｇが過少で
はその効果がなく、過多ではアルミニウム合金粉末の成形性が低下し得る。
【００４９】
（４）上記の改質元素は、Ａｌ、Ｆｅ、Ｚｒ、ＴｉおよびＭｇ以外の元素であって、アル
ミニウム合金の特性改善に有効な元素である。改善される特性は問わないが、高温域また
は室温域における強度、硬さ、靱性、延性、寸法安定性などがある。このような改質元素
の具体例として、クロム（Ｃｒ）、マンガン（Ｍｎ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎ
ｉ）、スカンジウム（Ｓｃ）、イットリウム（Ｙ）、ランタン（Ｌａ）、バナジウム（Ｖ
）、ハフニウム（Ｈｆ）、ニオブ（Ｎｂ）などがある。各元素の配合などは任意であるが
、通常、その含有量は微量である。
【００５０】
　不可避不純物は、溶解原料中に含まれる不純物や各工程時に混入等する不純物などであ
って、コスト的または技術的な理由等により除去することが困難な元素である。上記の合
金組成の場合なら、例えば、シリコン（Ｓｉ）等が該当する。
【００５１】
（５）上記の合金組成からなるアルミニウム合金粉末からなる成形体等は、例えば３００
℃以上さらには４００℃といった高温雰囲気下に長時間曝された場合でも、優れた強度や
硬さ等を発揮し、熱履歴による強度や硬さの劣化が非常に少ない。むしろ、その成形体等
は、加熱によって強度や硬さが逆に向上し得る。
【００５２】
　上記のような優れた耐熱性が発現されるメカニズムは、必ずしも定かではないが、現状
、次のように考えられる。先ず、適量のＦｅがＡｌとの間で、金属間化合物（Ａｌ－Ｆｅ
系金属間化合物：第一化合物相）を母相（α－Ａｌ相）中に形成する。この第一化合物相
がアルミニウム合金の強度や硬さを高める。もっとも、この第一化合物相は、必ずしも熱
的に安定ではなく、高温雰囲気に長時間曝されると、相変態や形状変化（粗大化）などを
生じ得る。
【００５３】
　次に、適量のＺｒおよびＴｉが、Ａｌとの間でＬ１２型構造のＡｌ－（Ｚｒ、Ｔｉ）系
金属間化合物（第二化合物相）を形成する。この金属間化合物は、アルミニウム合金を加
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熱等した際に、母相中に過飽和に固溶していたＺｒおよびＴｉが超微細（例えば、平均サ
イズが１～３０ｎｍ程度）に析出して母相中に形成されたものである。
【００５４】
　第二化合物相は、母相に整合的な整合相であり、Ａｌ－Ｆｅ系金属間化合物と母相の境
界（界面）近傍に出現して高温域まで安定している。このため第二化合物相は、少なくと
もその析出を開始した温度以下で、相変態や粗大化を生じることが殆どない。
【００５５】
　従って第一化合物相はアルミニウム合金の強度や硬さを担い、この第一化合物相と母相
が接する近傍に存在する第二化合物相は、その第一化合物相の高温時における相変態や形
状変化等を抑止（いわばピン留め）するように作用する。つまり、第一化合物相によって
発揮される強度等が、第二化合物相によって高温域まで持続される。このように、第一化
合物相および第二化合物相が相乗的に作用することによって、上記の合金組成からなるア
ルミニウム合金部材等は、従来になく優れた耐熱性を発揮するようになったと考えられる
。
【００５６】
　ところで、第二化合物相はナノ粒子状であり、その中央部でＺｒ濃度が高く、その外郭
部でＴｉ濃度が高くなっていることもわかっている。つまり、Ａｌ３（Ｚｒ、Ｔｉ）中の
ＺｒおよびＴｉの濃度が、中央から外殻にかけて傾斜していることもわかっている。この
ような第二化合物相の形成には、ＺｒがＴｉよりも多く存在して、Ｔｉに対するＺｒの質
量比（Ｚｒ／Ｔｉ）が所定範囲内にあることが重要となる。
【００５７】
　さらに、第一化合物相の境界近傍にある母相中に第二化合物相を微細に分散させるには
、ＺｒおよびＴｉを基地中に十分に固溶（過飽和固溶）させて、後から析出させることも
重要である。具体的には、急冷凝固により適量のＺｒおよびＴｉを過飽和に固溶させた後
、その析出を促進させる駆動力となるエネルギーの付与が必要である。このようなエネル
ギーとして、熱処理や熱間加工等によって加えられる熱エネルギー、塑性加工等によって
加えられる歪みエネルギーなどがある。例えば、本発明に係る成形工程によれば、熱エネ
ルギーと歪みエネルギーを同時に加えることができ、第二化合物相の析出を加速させて、
耐熱高強度アルミニウム合金からなる成形体等を効率的に得ることができる。
【００５８】
　ちなみに、ＺｒおよびＴｉをＡｌ基地中に過飽和に固溶した状態の粒子からなるアルミ
ニウム合金粉末は、アトマイズ法等により、上述した合金組成からなる合金溶湯を３００
℃／秒以上の冷却速度で急冷凝固させることで得られる。このようなアルミニウム合金粉
末からなる疎形材に本発明に係る成形工程を施すと、母相中に第一化合物相のみならず、
第二化合物相が超微細に多数析出した耐熱性に優れる成形体（アルミニウム合金部材）が
容易に得られる。この場合、第二化合物相の析出に長時間を要する時効処理等を行う必要
もなく（非熱処理型）、高特性な成形体（アルミニウム合金部材）を効率的に低コストで
得ることが可能となる。勿論、熱処理（例えば、時効処理）等により第二化合物相を析出
させてもよいことは言うまでもない。
【００５９】
《アルミニウム合金部材》
　本発明に係る成形体からなるアルミニウム合金部材は、その用途等を問わないが、高特
性（機械的特性や耐熱性等）が要求される形状が複雑な部材等に好適である。例えば、内
燃機関のピストン、吸気バルブ、コンロッド、過給機ロータ（インペラ）、圧縮機の羽根
車やピストン、ネジ、自動車の足回り部品、シフトフォーク、シンクロナイザーリングな
ど、鍛造加工や金型鋳造で製造されてきた形状が複雑で、高温または高負荷の環境下で使
用される高強度部材などである。なお、本発明のアルミニウム合金部材は、高温域で使用
される部材に限らず、軽量化が要求される高強度部材等にも広く利用され得る。
【実施例】
【００６０】
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　実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
《試料の製造》
（１）原料粉末の調製工程
　表１Ａおよび表１Ｂ（両表を併せて単に「表１」という。）に示す種々の合金組成から
なるアルミニウム合金の溶湯を調製した。これら合金溶湯を真空雰囲気中に噴霧して、エ
アアトマイズ粉末（アルミニウム合金粉末）を得た。得られたエアアトマイズ粉末を粒径
：１０６μｍ以下に篩いを用いて分級して、原料粉末とした。分級後の原料粉末（表１Ａ
中の試料１５）に係る粒度分布の一例を図５に示した。
【００６１】
　ちなみに、エアアトマイズにより得られる粉末粒子（微粒子）のサイズと冷却速度の関
係は公知であり、上記のアトマイズ粉末は１０４℃／秒以上の冷却速度で急冷凝固した粒
子からなることがわかっている。なお、試料３１には、市販の非熱処理型アルミニウム合
金（ＪＩＳ　Ａ５０５２）を用いた。この合金組成は、ほぼ、Ａｌ－２．６Ｍｇ－０．２
Ｃｒ（質量％）である。
【００６２】
（２）疎形工程
　アトマイズ粉末を、１５０℃に加熱した金型のキャビティに充填し、表１に示す種々の
第一圧力（Ｐ１）で加圧成形した。こうしてφ３０ｍｍ、φ３５ｍｍまたはφ３９ｍｍの
円柱状（図４Ａ参照）のプリフォーム（疎形材）を得た。各プリフォームの相対密度（疎
形材密度比）は表１に併せて示した。各相対密度はプリフォームの重量をその体積で除し
て求まる嵩密度（ρ）を、各アルミニウム合金組成から求まる真密度（ρ０）で除した値
である。なお、上記の加圧成形は、アトマイズ粉末の充填前に、加熱した金型の内壁面へ
ステアリン酸リチウム（潤滑剤）を噴霧する金型温間成形法により行った。この金型温間
成形法の詳細は、特許第３３０９９７０号公報（国際公開公報ＷＯ０１／４３９００）に
記載されている。
【００６３】
（３）脱ガス工程
　一部のプリフォームに対して次の脱ガス工程を施した。すなわち、各プリフォームを加
熱炉に入れ、表１に示す雰囲気温度の窒素ガス中に１時間保持した。この際、炉中の窒素
ガス流量は１０Ｌ／分とした。
【００６４】
　脱ガス工程中、各プリフォームにはブリスター等の膨れは生じなかった。また、いずれ
のプリフォームも、脱ガス工程前後で寸法変化が全く生じなかった。このことから、３５
０～４５０℃程度の加熱では、いずれのプリフォームにも粉末粒子間に液相は生じていな
いといえる。このことは、後述する成形工程についても同様である。
【００６５】
（４）成形工程
　脱ガス工程後の各プリフォームに、ホットダイコイニング（ＨＤＣ：Hot Die Coining
）により、表１に示す第二圧力（Ｐ２）を、所定の加圧時間だけ印加する熱間成形を施し
た。この熱間成形前、予め、各プリフォームを表１に示す疎形材加熱温度に再加熱してお
いた。また、少なくともプリフォームに接する金型部分（ダイス、パンチ）は、表１に示
す金型温度となるようにしておいた。さらに、プリフォームが接触する金型面には二硫化
モリブデン（潤滑剤）を塗布しておいた。
【００６６】
　こうして、φ４０ｍｍのベース部分から円錐台状（図４Ｂ参照）に突出した成形体（ア
ルミニウム合金部材）を得た。試料Ｃ３を除き、各試料の成形体はいずれも、プリフォー
ムの場合と同様に求めた成形体密度比が０．９９９以上の緻密成形体であった。なお、試
料Ｃ３に係る成形体は、成形体密度比が０．９８９であった。
【００６７】
《試料の測定》
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　各試料からから切り出した引張試験片を用いて、ＪＩＳ Ｚ２２４１に沿った引張試験
を行った。得られた応力－歪み線図（ＳＳ線図）から、各試料に係る０．２％耐力、破断
強さおよび破断伸びを求めた。その結果を表１に併せて示した。
【００６８】
《試料の観察》
　試料１５に係る引張試験片の破断面を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で観察した写真（Ｓ
ＥＭ像）を図３Ａに、その一部を拡大した写真を図３Ｂに示した。
【００６９】
《試料の評価》
（１）疎形材密度比
　試料１５と同じアトマイズ粉末を用いて、上述した疎形工程の第一圧力を種々変更した
疎形材（プリフォーム）を製作した。各疎形材の密度比を前述した方法で求め、得られた
疎形材密度比と第一圧力の関係を図１に示した。
【００７０】
　図１から明らかなように、第一圧力と疎形材密度比は単調増加関係にあることが確認で
きた。第一圧力を１００～６５０ＭＰａとすることにより、疎形材密度比を０．６５～０
．９５とできることもわかった。特に第一圧力を１５０～４００ＭＰａ程度とすると、０
．７～０．８７程度の密度比をもつ本発明の成形方法に適した疎形材が得られることがわ
かった。また、第一圧力を６５０ＭＰａを超えて増加させても、疎形材密度比の増加は僅
かであることも確認できた。
【００７１】
（２）成形体密度比
　試料１５と同じアトマイズ粉末を用いて、上述した疎形工程（第一圧力：１９６ＭＰａ
）および脱ガス工程（４５０℃×１時間）を施したプリフォーム（疎形材密度比：０．７
５６）を得た。このプリフォームを用いて、成形工程の加圧時間を種々変更した成形体を
製作した。各成形体の密度比を前述した方法で求め、得られた成形体密度比と加圧時間の
関係を図２に示した。なお、成形工程の第二圧力は５８８ＭＰａまたは７８４ＭＰａとし
、疎形材加熱温度および金型温度は共に４５０℃とした。
【００７２】
　図２から明らかなように、第二圧力に関わらず、加圧時間を３秒とすると成形体密度比
は０．９９０前後となり、加圧時間を５秒とすると成形体密度比は０．９９９となり、さ
らに加圧時間を１０秒以上にすると成形体密度比はほぼ１となり、実質的に真密度の緻密
な成形体が得られることが確認された。
【００７３】
（３）機械的特性
　表１に示した成形体の機械的特性から以下のことがわかる。なお、表１の「判定」欄に
しめした記号は次の通りである。すなわち、ＡＡ：破断伸びが２％以上のとき、Ａ：破断
伸びが２％以下のとき、Ｂ：破断伸びが２％以上だが強度が相対的にやや低いとき、Ｃ：
破断伸びが２％以下で強度が相対的に低いとき、Ｄ：塑性降伏開始時に破断したとき、Ｅ
：弾性変形時に破断したとき、とした。
【００７４】
　先ず、試料１～試料３１から明らかなように、アルミニウム合金粉末の合金組成が種々
変化しても、疎形材密度比が０．９３以下の低密度な疎形材に対して、圧力比（Ｐ２／Ｐ
１）：１．５～４、成形温度（疎形材加熱温度および金型温度）：４００～４５０℃（固
相線温度未満）、加圧時間：７～３０秒とする成形工程を施すことにより、高強度（０．
２％耐力および破断強さ）および高延性（破断伸び）の機械的特性に優れた成形体が得ら
れることがわかる。なお、本実施例でアルミニウム合金粉末は、合金元素を強制固溶させ
た急冷凝固粉末（エアアトマイズ粉末）であり、その構成粒子中に実質的な偏析はない。
従って、そのアルミニウム合金粉末の固相線温度は、平衡状態図でいう固相線温度と実質
的に同じである。そこで本明細書でいう「固相線温度」は、平衡状態図における固相線温
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温度は４５０℃である。従って、４５０℃未満の成形温度は、いずれの試料でも固相線温
度未満となる。
【００７５】
　次に、アルミニウム合金粉末の合金組成が同じ試料Ｃ１～Ｃ６と試料９～２４を比較す
ることにより次のことがわかる。先ず、試料Ｃ１およびＣ２のように圧力比（Ｐ２／Ｐ１
）が１以下と過小になると、成形体の強度や延性が大幅に低下することがわかる。これは
、第一圧力が大きく、疎形材が既に高密度であったため、成形工程で第二圧力を印加して
も、疎形材の構成粒子があまり塑性流動等をせず、構成粒子同士が十分に金属結合できな
かったためと考えられる。
【００７６】
　また試料Ｃ３のように成形工程の加圧時間が３秒と過短になっても、成形体の強度や延
性が大幅に低下し、試料Ｃ２と同様に弾性変形中に破断するようになる。これは、前述し
た図２からもわかるように、成形体密度比が不十分となり、成形体に残存した空隙が起点
となって破壊し易くなったためと考えられる。
【００７７】
　逆に試料Ｃ４のように成形工程の加圧時間が過長でも、十分な強度は得られなかった。
これは、構成粒子同士が十分に金属結合した緻密な成形体が得られるとしても、金属組織
（析出相等）が粗大化したためと考えられる。
【００７８】
　さらに、試料Ｃ５のように成形温度が過小であると、強化相となる化合物相の析出等が
不十分な状態（亜時効状態）となり、やはり十分な強度の成形体は得られない。逆に、試
料Ｃ６のように成形温度が過大になると、加圧時間が過長な場合と同様に、析出した化合
物相（析出相）等の粗大化を生じて、やはり十分な強度の成形体は得られない。
【００７９】
　ところで、試料Ｃ７のように疎形材加熱温度を５３０℃（固相線温度以上）とした場合
、成形体（実質は液相焼結体）は弾性変形中に破断すると共にその強度も著しく低かった
。これは、成形工程中に構成粒子の表面などに局所的な溶解部が生じ、その溶解部が再凝
固した異常な組織が成形体（液相焼結体）中にできたためと考えられる。
【００８０】
（４）断面観察
　図３Ａおよび図３Ｂから明らかなように、本発明に係る試料の場合、構成粒子の粒界で
はなく、構成粒子の内部に破面が生じている。つまり本発明に係る成形体は、構成粒子同
士が金属結合により一体化し、全体として均質的になっていたことがわかる。
【００８１】
　図４Ｃは、試料１５に係る成形体を切断した断面をカラーチェックした様子を示す。こ
のことからも、本発明の成形方法により、クラック等のない緻密で均質的な成形体が得ら
れることがわかる。
【００８２】
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【表１Ａ】

【００８３】
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